
 

 

 

 

 

公 表 第 ３ 号 

  

 

 

    地方自治法第１９９条第２項及び第４項に基づく財務監査及び事務監査を実施したので、

同条第９項の規定により、その結果を公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

     平成３１年２月２８日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 久留米市監査委員  権 藤   満 

                 久留米市監査委員  樋 口 明 男 

                 久留米市監査委員  市 川 廣 一 

久留米市監査委員  大 熊 博 文 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

財務監査及び事務監査報告 
 

第１  監査の対象、期間及び指摘事項等件数 

対 象 部 

局 等 
対 象 課 等 の 内 訳 監査実施期間 

指摘

事項 

件数 

意見

件数 

健康福祉部 

総務、地域福祉課、健康保険課、 

医療・年金課、障害者福祉課、 

長寿支援課、介護保険課、生活支援第１課、 

生活支援第２課、保健所総務医薬課、 

保健所衛生対策課、保健所保健予防課、 

保健所健康推進課、保健所地域保健課 

平成３０年１０月２２日

～平成３１年２月２８日 
４ １ 

子ども 

未来部 

総務、子ども政策課、荒木子育て支援セン

ター、北野子育て支援センター、城島子育

て支援センター、三潴子育て支援センター、

子ども支援課、子ども施設事業課、荒木保

育園、大城保育所、犬塚保育園、家庭子ど

も相談課、こども子育てサポートセンター、

青少年育成課、幼児教育研究所 

平成３０年１０月２２日

～平成３１年２月２８日 
３ １ 

教育部 

教育委員会事務局 
総務、学校施設課、教職員課、学校教育課、

学校保健課、学校給食共同調理場、 

人権･同和教育課、教育センター、 

田主丸事務所、北野事務所、城島事務所、

三潴事務所 

 

教育機関 

市立高等学校 

南筑高等学校、久留米商業高等学校 

市立小学校・中学校 

［小学校］善導寺小学校、大橋小学校、 

田主丸小学校、水分小学校、 

弓削小学校、北野小学校（６校） 

［中学校］櫛原中学校、屏水中学校（２校） 

平成３０年１０月２２日

～平成３１年２月２８日 
５ ０ 

 

第２  監査の範囲及び方法 

今回の監査は、主に平成３０年度における財務に関する事務の執行状況及び公有財産の管理状

況並びに一般事務の執行状況等について、関係書類の照合、検査を行うとともに関係職員の説明

を聴取して実施した。 

また、現金等取扱、旅費、賃金、報償費関係、補助金、貸付金、財産及び物品管理、契約、附

属機関等、休暇等に係る事務等を重点監査項目として実施するとともに、公正で能率的な行政執

行の確保が社会的に求められる中、行政の組織、機能、事務処理の手続及び方法その他の行政運



 

営全般についても、その経済性、効率性及び有効性の観点から監査対象として位置付けた。 

 

 

第３  監査の結果 

監査対象の事務については、おおむね適正に執行されていたが、その一部において、次のとお

り検討又は是正等を要する指摘事項が認められたので、必要な措置等を講ずるとともに、職員の

指導監督にも努められたい。 

また、監査の結果に基づき、市政の総合的進展と明朗な市政の運営に資するため、地方公共団

体の事務の原則である住民福祉の増進、最少の経費による最大の効果、組織及び運営の合理化等

の観点から意見を付した事項についても、研究又は検討等を図り、必要かつ可能な場合には措置

等の対応が講じられるよう望む。 

 

【健康福祉部】 

指 摘 事 項 

《事務監査》 

〔公印取扱事務〕 

公印の取扱いについて、課長が管守する市長印が、規則に定められた用途以外の目的で使用され

ているものがある。 

 

《財務監査》 

〔郵便切手等管理事務〕 

１ 切手受払簿において、平成２９年度から３０年度への切手の繰越枚数を誤っているものがある。 

 

２ 切手について、現物と切手受払簿に記載された枚数が一致していないものがある。 

 

〔契約事務〕 

 契約事務規則では、契約の相手方が決定した日の翌日から６日以内に契約を締結しなければなら 

ないと規定されているが、特段の理由なく契約締結が遅れているものがある。 

 

意   見 

《事務監査》 

本市では、高齢者や障害者など、災害時の避難行動に支援が必要な市民に災害時要援護者名簿に 

登録をしてもらい、当該情報を地域と共有し、地域での避難支援などの支え合いの仕組みづくりを 

推進しているが、本市の登録率は目標の２０％に対し、約１０％に止まり、市民意識調査による認 

知度も１５．６％と低い結果となっている。 

名簿を活用した図上訓練や個別支援計画の策定、充実等を行うためには、名簿への登録が前提と 

なる。災害時要援護者の名簿登録への動機付けを高め、登録につながる周知・啓発のさらなる工夫

や、登録率の高い自治体の状況を調査・研究するなど、登録率が向上するよう一層の取組を進めら

れたい。 



 

 

【子ども未来部】 

指 摘 事 項 

《事務監査》 

〔文書管理事務〕 

 １ 負担金の決定に係る事務において、対象期間の前に入所者へ交付すべき決定通知書が、対象期 

間開始後に本人に通知されている。 

 

２ 文書決裁後、公印を押印することなく、補助金等交付決定に係る文書を発出しているものがあ

る。 

 

《財務監査》 

〔現金取扱事務〕 

市の規定にない領収証を用いて、現金を領収しているものがある。 

 

意   見 

《事務監査》 

  本市は、平成２７年度以降、「くるめ子どもの笑顔プラン」に基づき、子育て支援施策を進めてき 

たところであるが、保育ニーズが当初の想定を超えて高まっており、平成２８年に７８人だった待 

機児童は、３０年には４４人と若干減少したものの、解消には至っていない。２９年度に見直しを 

行った「くるめ子どもの笑顔プラン」では、３１年度末までに必要な保育の定員は、市全体で５７ 

０人不足すると見込まれることから、施設整備等による保育所の定員増、幼稚園から認定こども園 

への移行による保育定員の増などの取組により、施設不足の解消を目指している。 

  一方で、国は、平成３１年１０月から、幼児教育・保育の無償化を実施する予定であるが、「くる 

め子どもの笑顔プラン」は、無償化の影響を反映したものではない。 

  施設定員を最大限活用するための保育士の確保も依然として課題となっていることから、今後の 

保育に係る需要と供給の状況には細心の注意を払う必要がある。平成３２年度以降、待機児童が想 

定外に大きく増加したということにならないよう、保育の申込状況などをきめ細かく精査し、必要 

な対応を検討されることを望む。 

 

【教育部】 

指 摘 事 項 

《事務監査》 

〔文書事務〕 

申請者に交付すべき補助金等交付決定通知書が交付されていないものがある。 

 

《財務監査》 

〔臨時職員等賃金支給事務〕 



 

臨時職員の賃金で、遅刻･早退による欠勤時間数を、誤って算定して支払っているものがある。 

 

〔旅費支給事務〕 

旅行命令書に命令権者の印がないものがある。 

 

〔給油チケット管理事務〕 

ガソリンチケットの半券（控）と納品書に記載された数量の差異について、精算がなされていな

いものがある。 

 

〔契約事務〕 

備品購入において徴取した見積書に、日付が記載されていないものがある。 

 


